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東京都市計画地区計画の決定（豊島区決定）                                                        

都市計画高松二丁目桐葉通り地区地区計画を次のように決定する。                         告示日：平成 20年 12月 26日 

名  称  高松二丁目桐葉通り地区地区計画 

位  置      ※  豊島区高松二丁目地内 

面  積      ※  約３．３ha 

地区計画の目標 

区北西に位置する本地区は、大部分で耕地整理事業がなされ、その後の戦火にも免れ都市化が進む一方で、落ち着いた

住宅地として今日に至っている。また、近年の都市高速鉄道第 13号線や首都高速道路中央環状新宿線の開通などに伴い利

便性の向上が見込まれる中、住宅地としての特性を踏まえた街並みの形成を図ることが望まれている。 

こうした背景から、本地区計画は防災性の改善を図るとともに、静かで暮らしやすい住環境の維持・向上を目標とする。 

土地利用の方針 

地区計画の目標を実現するため、土地利用の方針を以下のように定める。 

１．空やみどりが感じられる快適な住宅市街地の維持・形成を図る。 

２．建替え等に併せ細街路の拡幅や隅切りの確保などにより防災面の改善を図る。  
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建築物等の規制・

誘導の方針 

地区計画の目標を実現するため、建築物等の規制・誘導の方針を以下のように定める。 

１．落ち着いた雰囲気の住宅地の維持に向けて、用途の制限、建築物の高さの最高限度並びに形態・意匠・色彩の制限を       

定める。 

２．住環境の向上並びに防災面の改善を図るため、敷地面積の最低限度及び垣・柵等の制限を定める。 
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建築物等の用途の

制限 ※ 

次に掲げる建築物は建築してはならない。 

１．建築基準法別表第２（は）項第五号に掲げる用途に供する部分の床面積の合計が 150 ㎡を超えるもの。 

２．共同住宅又は長屋その他これらと同等の機能を有する寄宿舎又は寮で、一住戸の専用面積が 29 ㎡未満の住戸を 13 戸

以上有するもの。ただし、次の各号のいずれかに該当するものはこの限りでない。 

１）国又は地方公共団体が特定の政策目的のために建築するもの 

２）区の特定の政策に基づく建築物で区長が必要であると認めたもの 
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建築物等の高さの

最高限度 

１．１２ｍとする。 

２．地区計画の決定告示日（以下、この号において「告示日」という。）において、現に存する建築物であって前項の規定

に適合しない部分を有するもの又は現に建築、修繕若しくは模様替えの工事中の建築物であって当該建築物の建築計画

が同項の規定に適合しない部分を有するもの（以下この項において「従前建築物」という。）が、次の各号に掲げる範囲

内において建築する場合は、同項の規定を適用しない。 

１）従前建築物の告示日における敷地内に建築するものであること（告示日における敷地とこれ以外の土地を一の敷地

として使用する場合は、告示日における敷地以外に存する建築物又は建築物の部分については、前項の規定に適合

する場合に限る。）。 

２）建築物の高さは、従前建築物の高さを超えないこと。 

３）建築物の高さが１２ｍを超える建築物の部分の水平投影面積の合計は、従前建築物の高さが１２ｍを超える建築物

の部分の水平投影面積の合計を超えないこと。 

３． 従前建築物が第１項の規定に適合するに至った建築物においては、前項の規定は適用しない。 
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建築物の敷地面積

の最低限度 

６５㎡とする。 

ただし、次の各号のいずれかに該当する敷地についてはこの限りでない。 

１）派出所や公衆便所その他これらに類するもので区長が公益上やむをえないと認めたもの 

２）地区計画の決定告示日において、現に建築物の敷地として使用されている上記の数値未満の土地、現に存する所有

権その他の権利に基づいて建築物の敷地として使用する上記の数値未満の土地について、その全部を一の敷地として

使用する場合は、当該敷地面積を敷地面積の最低限度とする。 

３）地区計画の決定告示日以降において、建築基準法第 86 条の 9 第 1 項各号に掲げる事業の施行によるもの及び公共

施設の用地として提供したことにより、上記の数値未満となる土地について、その全部を一の敷地として使用する場

合は、当該敷地面積を敷地面積の最低限度とする。 
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建築物等の形態又

は色彩その他の意

匠の制限 

建築物及び敷地については、緑化に努めるとともに、以下により落ち着いた住宅地にふさわしい意匠とする。 

１．建築物の外壁、屋根等の意匠、色彩は、周辺環境と調和した色調にする。 

２．配管類、室外機及び屋上に設置される機器・設備は景観に配慮した位置や目隠しの工夫を図る。 

３．建物の屋上には広告塔、広告板を設置してはならない。 
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垣又は柵の構造の

制限 

道路に面する垣又は柵（部分的に設置する門柱、可動式のフェンス及びポスト等と一体となった軽微な支柱等は除く。）

の構造は、次に掲げるものとする。 

１．生垣又はフェンス等とする。ただし、区長が安全性を確認したものについてはこの限りでない。 

２．基礎又は土留めとして設置されるコンクリート、れんが等の高さは敷地地盤面から４０ｃｍ以下とする。ただし、敷

地の形状及び構造上やむを得ないものについてはこの限りでない。 

※ は知事同意事項 

「区域の範囲及び地区区分は計画図の表示のとおりである。」 

理  由： 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１６条第３項に基づく条例を活用した地域住民からの申出を踏まえ、静かで暮らしやすい住環境の 

維持・向上を図るため、地区計画を決定する。 


